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記記念念座座談談会会  

上上越越市市創創造造行行政政研研究究所所      周周年年をを迎迎ええてて  
 

 上越市創造行政研究所が設置後 10 年を迎えるに当たり、自治体シンクタンクや当研究所と関連

の深い 3 名の方々からお集まりいただき、当研究所の活動実績などを振り返りながら、自治体シン

クタンクの意義や今後の在り方などについてお話しいただきました。 
 

 

 

 

戸所 本日、お二人には遠路お越しいただきあり

がとうございます。私は、市立の高崎経済大学で

教授をしておりますが、平成 18年度から非常勤特

別職としてこちらの所長もさせていただいており

ます。 

当研究所は、今年で 10年目を迎えました。菅原

さんと一緒にお仕事をしたことはなかったのです

が、所長に就く前にもアドバイザーや顧問を務め

ておりましたので、この研究所には 10年のうちの

半分以上関わったことになりますでしょうか。 

今日の座談会では、研究所の過去を振り返り、

現在はどうか、その上で未来に向かってどうある

べきか、この場で結論が出るとは思いませんが、

研究所の未来について何かしら手がかりを見いだ

せれば幸いです。この研究所の発展が、上越市を

発展させ、市民に良い暮らしをもたらす――この

ことを原点として精一杯取り組んでまいりたいと

思いますので、皆さんからの率直なご意見をお願

いします。 

はじめに 

平成 22年 2月 19日（金）13：00～15：30 

上越市役所 

１ 自治体シンクタンクの意義 

２ 自治体シンクタンク設置の経緯（上越市と小田原市の事例） 

３ これまでの取組内容と成果（上越市と小田原市の事例） 

４ 今後の自治体シンクタンクの在り方 

５ おわりに 

後藤  春彦 氏（早稲田大学創造理工学部教授、元小田原市政策総合研究所所長） 

菅原  章文 氏（株式会社三菱総合研究所ビジネスイノベーションセンター 

ＣＲＭ・営業グループリーダー、元上越市創造行政研究所調査研究部長） 

戸所  隆  氏（高崎経済大学地域政策学部教授、上越市創造行政研究所所長） 

上越市創造行政研究所 

日 時 

会 場 

内 容 

出席者 

進 行 
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――まず、時代の大きな流れを考えたとき、自治

体の政策形成能力を高めていくことの必要性や、

その中での自治体シンクタンクの意義についてど

のようにお考えでしょうか。簡単な自己紹介も兼

ねてお願いします。 

 

 

 

戸所 私は、現在住まいのある群馬県前橋市で生

まれましたが、高校卒業後の 30年間は、京都の立

命館大学で地理学を研究しておりました。地理学

は、文理融合の総合科学でありまして、特に私は

都市に関する総合的な見方、まちづくりの理念、

都市構造の理論などを学んできました。また、学

生時代から、総合計画をはじめ行政の仕事にも関

わる経験がありましたし、中心市街地の問題やコ

ンパクトシティなどについても、早い時期から取

り組んでおりました。 

 

戸所  隆 氏 

高崎経済大学地域政策学部教授 

1948 年群馬県生まれ。立命館大

学大学院文学研究科修士課程を修

了後、1974 年立命館大学助手、助

教授、教授を経て、1996 年より現

職。文学博士。 

専門は都市地理学、都市政策学、国土構造論。国や地

方自治体の各種審議会等に参画、関西や群馬を中心に多

くのまちづくり・地域振興計画に携わる。 

2003,04 年度に上越市創造行政研究所特別研究員、

2005年度に同研究顧問を経て、2006年度より同所長。 

 

1996年、高崎経済大学に地域政策学部が設置さ

れることになり、故郷に貢献したいという思いも

あってこちらへ戻ってまいりました。 

高崎市は、高度経済成長時代に先立って市立大

学を創設し、経済学部を設置しました。また、地

方分権、知識情報化社会に必要な人材育成のため

に、この地域政策学部を設置しています。 

これからの行政職員には、国から言われた事や

前例を踏まえて着実に仕事をこなすというよりも、

その地域の課題を発見する能力や、自分たちの考

えをまとめながら国と丁々発止で議論し、政策を

作り、問題を解決できる能力が求められます。こ

の学部の設置目的は、そうした政策的視点を持っ

て行政運営ができる人材を養成することにもあり

ました。 

 

今日までに地方分権への法的措置が執られ、地

域主権が叫ばれていますが、なかなかこれを実感

するまでには至っていません。その要因には大き

くは財源の問題と人材の問題があると思われます。 

地方都市において、地域社会あるいは行政の中

に地域の実情に適した政策立案能力と問題解決能

力を発揮できる組織を持つ所はなかなか存在しな

いと思います。特に市町村の場合は日々の事務処

理に追われていますので、国から「地方で自由に

やりなさい。」と言われても、結局、過去の事例や

国から流れてくる情報などに頼りがちになります。 

そうした中にあっても、自治体の中にシンクタ

ンクを持つ所では、何か政策的なことを考えてい

かなくては、という空気ができてきているように

思います。こうした組織内シンクタンクは全国に

はまだ尐ないのですが、身近にこのような組織が

あると、職員や市民の意識の中に政策立案能力と

問題解決能力を高めようという意識の芽生えが見

られます。それだけでもこの種の組織の存在意義

は大きいのではないでしょうか。 

 

これまでは、大都市のシンクタンクの研究員が

本来地方の人々が行うべき地方の仕事をしてきま

したが、地域主権の時代には地域のシンクタンク

が民間レベルでも育っていくべきだと思います。

しかし、今は市場もほとんどありませんし、一気

１ 自治体シンクタンクの意義 

地域の人材育成・人材集積に寄与する 

自治体シンクタンク 
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にそうした状況を創ることは難しい。 

そこで、まず行政の中にシンクタンクを設置し、

十分に力を蓄え、民間を育てる方法論を確立して

いく必要があると思います。これによって真に自

立的なまちづくりを考えられる地域となり、人材

の集積も可能になってくると思うのです。大学の

立場から見ても、育てた優秀な人材を東京などの

大都市だけでなく、様々な地域に送り出せるよう

になります。 

これからは人が最大の地域資源です。特に、地

域の過去・現在・未来を自分の言葉で語れ、地域

を良くしていこうと自己実現する「町衆」のたく

さんいるまちが強い。このような人々が育ち、集

う環境をいかに多くの地域に創っていくかという

ことだと思います。こうした課題を解決するきっ

かけづくりになる自治体シンクタンクに期待して

います。 

ところで、自治体シンクタンクといえば、かつ

ては東京市政調査会や大阪の都市問題研究会のよ

うな大都市における財団的・学会的なものが中心

でした。しかし、2000年前後から地方自治体にお

ける新しい形の組織内シンクタンクが出てきまし

た。私ども上越市の研究所はその先駆けとして、

様々な方面から注目されていることも聞いており

ますし、私としてはせっかくの財産をうまく育て

ていきたいと考えております。 

 

 

 

後藤 私も、自治体シンクタンクは政策形成能力

の向上という観点から今後ますますその役割が重

要になっていくでしょうし、その姿は多様なもの

になるであろうことも間違いないと思っています。 

私は都市計画を研究している者ですが、自己紹

介を兼ねて、どうしてこのようなことに関わって

いるかということをお話しします。 

私は、大学院修了後、現場へ出たいと思ってい

たのですが、私の研究室が宮城県の中新田
な かにい だ

町（現 

加美町）と関わりがあり、34 歳でその町の町長に

なった本間俊太郎さんが「町で働かないか。」と声

をかけてくれました。僕は 29歳で中新田町役場の

課長補佐級の職員として採用され、建設、都市計

画、企画、商工・観光と、いろいろな仕事に関わ

る機会を得ました。その中で、幸いにも総合計画

の改訂のタイミングが訪れまして、僕を中心に役

場の若い職員が集められました。総合計画を作る

というのは、職員の能力を高める非常にいい機会

であったなと思いますし、僕もそこで自治という

ものの本質を学ばせていただきました。 

 

後藤 春彦 氏 

早稲田大学創造理工学部教授 

1957年富山県生まれ。早稲田大学

大学院理工学研究科博士課程を修

了後、宮城県中新田町都市デザイン

企画専門官、早稲田大学理工学部助

教授などを経て現職。工学博士。 

専門は都市計画、地域計画。全国各地の自治体で審議

会委員やアドバイザーなどを務めるかたわら、日本上流

文化圏研究所（山梨県早川町）の設置にも関与。 

2000年度から 07年度まで小田原市政策総合研究所所長。 

 

本間町長が県知事になってしまったので、僕も

お役御免で大学に戻ることになりました。しかし、

小さな町ですと、霞ヶ関でやっている仕事がすべ

てわかるという面白さがあり、総合的に自治を考

える非常に良い機会だと思いました。小さいとい

うことはすべてマイナスではないのです。小さい

が故に総合的であるのです。 

そのような時に、山梨県の早川町、今は人口

1,400 人くらいの町ですけれども、そこの町長さ

んに呼ばれて総合計画を作るお手伝いをしました。

町長は、私のようなよそ者を 5人集めて 5つのチ

ームの隊長にし、さらにその 5人が友人を 4人ず

都市全体のシンクタンク機能を高める 

橋渡し役としての自治体シンクタンク 
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つ呼びました。この 25人のよそ者が町に入って資

源調査から始め、まちのあるべき姿のコンセプト

を作っていきました。 

その成果の一つとして、「日本上流文化圏研究

所」の開設があります。一番の支援者だったのが

下河辺淳さん（元国土庁事務次官）なのですが、

その方のご助言を頂いて、研究所という一枚看板

を役場に掲げることになりました。はじめは、私

の研究室の若い学生の何人かが役場の机を貸して

いただいて、卒論や修論を書いたりしていました

が、尐しずつ研究所の体裁が整ってきて、今では

ＮＰＯとして役場から自立しまして、山梨県内の

いくつかの町のまちづくりをお手伝いするローカ

ルなシンクタンクへと成長しています。 

 

その後、熊本県の宮原町（現 氷川町）でも総合

計画策定のお手伝いをしました。そこでは、住民

を巻き込む仕掛けを作ろうと思い、まず役場の前

にあった大正時代の銀行建築を計画づくりの拠点

とし、そこに「まちづくり情報銀行」という名前

をつけました。町民からまちづくり情報を「預金」

いただくと、3 年後には計画という「利子」をつ

けてお返しするというコンセプトです。 

そこに役場の企画部門から職員が 4人移動して

きて、アフター5 に町民と一緒に議論しながら計

画づくりをしていきました。計画づくりの過程は

すべて模造紙に書いて壁に貼り出し、それを見に

町民がやってくるという感じで進めながら、一つ

の盛り場のようなものが形成されていきました。

当時は、パチンコ屋のお客さんが「まちづくり情

報銀行」に取られて減ったという話もあったくら

いです。 

そういうことで 3年をかけ、非常に良い総合計

画ができたと思います。その過程で、「町の中心に

銀行があるのだったら、支店も欲しい。」という話

が町民から出て、各集落に勝手連的にシンクタン

クの子どもみたいなものが生まれていきました。

そこに 300万円位の尐ない予算ですが、各支店で

考えて自由に使えるお金を渡したところ、どうし

たら自分たちのまちを良くしていけるのか、皆さ

んが本当に一生懸命考えてくれまして、非常にい

い形で展開していったなと思います。 

この後お話していくことは、このような僕の体

験が原点になっているのですが、いずれにせよ、

総合計画策定のタイミングというのは大変重要で

あり、その時に何かしら拠点を持ちながら、若い

職員であったり、住民であったり、学生であった

り、そういう人を巻き込むようなうまい仕組みを

作るのは、非常に有効なやり方だと思っています。 

 

それから、先ほど東京市政調査会のお話もあり

ましたが、例えばソウルにはソウル市政開発研究

院という大変立派な研究所があります。そこはト

ータルで 300人くらいの専門家が在籍してソウル

の計画立案を一手に担う組織でして、これはもの

すごいなあと思う反面、結局民間が育っていない

のでそういう組織を作らざるをえないのだという

印象もあります。 

東京にはそういう組織はないけれども、民間も

きちんとした計画を作ることができます。ですか

ら、しっかりとしたパワフルな組織が行政の中に

あり続けることだけがベストではなくて、うまく

民間を育てていきながら、自治体シンクタンクも

形態を自在に変化させていくような時期に来てい

るように感じます。 

その一方で、地方都市の民間シンクタンクの力

はまだまだ脆弱だと感じておりまして、そこをう

まく橋渡しをするような形で、行政であろうと民

間であろうと都市全体のシンクタンク機能を高め

ていくことが必要でしょうね。近年の自治体シン

クタンクの動きはその一つのきっかけづくりとし

ても注目しております。 
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菅原 私は民間のシンクタンクに在籍しており

ますので、その視点からお話ししたいと思います。 

まず、自治体の政策形成能力の成長を示す一つ

の事例です。後藤先生から総合計画についてのお

話がありましたが、長期にわたる地域の発展を展

望する総合計画は、地方自治体にとって政策形成

の大きな象徴だと思います。1980年代、民間シン

クタンクは公共分野の事業を伸ばしていきました

が、その柱の一つが、地方自治体の総合計画を作

ることでした。私の会社でも年間 20 件、30 件を

受託する専門部署ができるくらいでした。 

1990 年代半ばくらいまでは、全国の多くの自治

体がこのような計画づくりを外注していたと思わ

れます。先ほどの後藤先生の話によれば、「いやい

や、地方自治体も昔からきっちりやっています

よ。」ということかもしれませんが、全国を押し並

べて見ると、やはり外の力に頼っていた部分が多

いと思います。 

 

菅原 章文 氏 

株式会社三菱総合研究所 

ビジネスイノベーションセンター 

ＣＲＭ・営業グループリーダー 

1952 年大分県生まれ。京都大学大

学院工学研究科修士課程を修了後、

1979 年三菱総合研究所に入社。社会基盤システム部研究

部長などを経て現職。 

地域振興や自治体経営に関するコンサルティング業務

に携わる中で、大分県庁、とっとり地域政策研究センター

などへの出向経験もあり。 

2000，01 年度に上越市創造行政研究所調査研究部長、

2002年度に同特別研究員。 

 

ところが 2000年代は、総合計画を作る仕事を私

どもの会社で受託することはほとんどなくなりま

した。他の会社もそうではないかと思います。自

治体の政策形成能力が成長して、だんだん自らの

力で作れるようになってきた。これは、自治体シ

ンクタンクがあるなしに関わらず、そういうこと

だと思います。 

 

もう一つ、別の側面からお話しますと、高度成

長時代以来、公共分野の代表的な事業はまず国で

モデルを決め、それを全国に展開するという手法

が取られました。典型的な例としては、全国総合

開発計画で掲げられた新産業都市や、テクノポリ

ス、リゾート構想などが挙げられます。国が骨格

を作って地方に広めていく、そのときに民間シン

クタンクがお世話をすることが結構ありました。

地方自治体だけでは具体策が考えにくいというこ

とで、国があれこれと提案しながら法律を作り、

財政的な支援の枠組みを作って、さらには民間の

シンクタンクがサポーターとして実施計画づくり

を支援してきたといえます。ある意味では効率的

だったのでしょうが、非常に押しつけの面もあっ

たのではないか、そのように思えることもありま

した。 

ところが最近は、大きな環境変化の中で、国が

画一的に何かを実施するということが現実的でな

くなってきました。90年代後半から目立ったのが、

私どもがいろんな地域へ行って仕事をして、地域

の様々な情報を得ていることもあって、国の関係

者から「地方で何か面白い話はないか。」と聞かれ

ることでした。国で大方針を決めて制度を作り、

資金も準備して全国一斉に推進するということが

できなくなって、次をどうするかは地方自治体自

らが考える時代になったということです。2000年

の地方分権一括法ができる頃は、制度的に後追い

であったかどうかは別にして、それまでのやり方

を一度整理しようということだったと思います。 

このような大きな流れの中で、地方自治体の職

員が政策を作るときに、物事を正確に理解し、方

向性を考え、ある種の形を作るという能力は身に

より高いレベルの政策形成能力獲得の必要性 
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付きつつあるといえます。 

しかし、これからの地方分権、地域主権の流れ

の中では、「どのように実施するか」だけでなく、

「何を行うか」も含めて自分たちで考えないとい

けない、そんな時期に来ていると思います。恐ら

く、今までの政策形成能力の獲得をさらに加速さ

せるような力、さらに一段高いレベルの能力が必

要とされるはずです。 

ただ、それが自治体シンクタンクという組織の

必要性にストレートに結びつくかと考えると、今

そこまでは言い切れないなというのが正直なとこ

ろです。 

 

戸所 先ほど、総合計画を大手シンクタンクで受

託しなくなったという話がありましたけれども、

その理由は地方自治体の政策形成能力が高まった

ことだけではなく、地方自治体にお金がなくなっ

てきたということもありますよね。自治体からの

委託費が低くなると、大手シンクタンクでは必要

経費の面から「これ以下の金額ではとても受けら

れない。」ということになる。その結果、東京や大

阪の小規模なコンサルタントなどが受託した時期

もありました。そして今日では、自前で作る自治

体が増えてきたわけですね。 

ただ、自前で計画を作るにしても、その中身が

うまくできている所とそうでない所がありますよ

ね。理念がなかったり、全然『総合』計画になっ

ていない総合計画もあります。もっとも、「作った

ら棚に入れて終わり」という感覚で計画を使おう

としない自治体にとっては、そのことを何の問題

とも感じないでしょうが。 

やはり自分達の力で、しっかりした理念や将来

像を持ちながら計画を作り、それを使いこなす能

力をどう開発するのかは、地域によって大きな違

いが出てきます。その力量を高める上で、自治体

シンクタンクの役割は大きいと思います。 

 

――次に、実際の自治体シンクタンク設置事例と

して、上越市の経緯を菅原さんから、小田原市の

経緯を後藤先生からお願いします。 

 

 

菅原 創造行政研究所の立ち上げに関わった者

として、設置の経緯をお話ししますが、一言で申

し上げれば、当時の宮越市長の思いからできたと

言い切っても良いと思います。 

宮越市長が当初イメージされていたのは、国の

各省庁が持っている組織内シンクタンクです。市

長の出身である旧大蔵省にも財政金融研究所（現 

財務省財務総合政策研究所）という組織内シンク

タンクがありました。上越市という行政組織を動

かす上でも、そのような研究所が欲しいという思

いがあったようです。 

その後、私どもの会社で、研究所設置のための

基本方針づくりを受託して、一年間検討を行いま

した。その経緯から私に指名があり、研究所の立

ち上げに関わり、開設後は調査研究部長として勤

務することになりました。 

国の組織内シンクタンクのイメージがあったと

はいえ、当時 13万人の人口規模の上越市になぜシ

ンクタンクが必要かという議論は当然ありました。

それに対して市長は、上越市で新しい政策にトラ

イし、それを全国発信していこうというねらいが

あって、その舞台、手法としてこの研究所を使お

うとしていたと思います。研究所を設置する直前

にも、全国の市で最も早く ISO14001の認証を取得

したり、全国に先駆けて副市長制度を導入するな

ど、行政改革で一躍有名になっていました。研究

所がスタートした最初の年には、環境税や電子市

役所などの調査研究を行いましたが、全国を相手

に「地方都市からも国を変えることができる」と

いうことを示そうとしていたのだと思います。 

(1)  上越市の事例 

２ 自治体シンクタンク設置の経緯 
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組織体制を見ても、所長は東京大学の名誉教授

でしたし、部長（私）は東京の大手シンクタンク

から毎週 1泊 2日で派遣勤務、研究員は 5名のう

ち 2名を全国から募集して採用しました。そうい

う意味でも、当時の考え方は尐しスケールが大き

かったなと思います。 

 

 

後藤 小田原市政策総合研究所も、偶然か時代の

流れかわかりませんが、創造行政研究所と同じ

2000年に産声を上げました。恐らく、その年に地

方分権一括法が施行されるなど、政策形成能力を

高めていくことについての議論があったのでしょ

う。こちらも当時の小沢市長の「シンクタンクを

創りたい」という熱い思いからスタートしました。 

その数年前に、小田原市では総合計画を作って

いるのですが、その時はどこの民間シンクタンク

にも頼まず市の職員だけで作り、「100人委員会」

という形での市民参画も行われていました。 

その計画案を当時の市長が見た時に、「よくまと

まってはいるが、頭にかぶせる理念がない。」とい

うことを言われたそうで、私にお呼びがかかった

のですが、私は「理念は後から取って付けるもの

ではないですよ。」と申し上げました。市長は、そ

の時のやりとりをずっと覚えてくださっていて、

研究所を創る際にも私がアドバイスをすることに

なりました。また、先ほどお話した山梨県早川町

の上流文化圏研究所に対し、小沢市長が大変興味

を持たれていたということも理由の一つだったよ

うに記憶しています。 

市長が当初イメージしていた自治体シンクタン

クは、市長の「知恵袋」、「懐刀」ということのよ

うでした。僕は所長になるつもりはありませんで

したが、始めに 4つのアドバイスをいたしました。 

1 つ目は、市長の知恵袋というよりも、今後の

あるべきガバナンスの形を示す大きな「実験場」

にしてはどうかということです。とすれば、絶対

に市民と一緒に進めていくべきであるから、市民

と行政の橋渡し役となる中間セクターにするべき

との提案をしました。最初の市長のイメージとは

尐し違ったのですが、そのうち小田原市では「自

治体シンクタンク」という言い方をしなくなり、

「コミュニティシンクタンク」、さらには「ドゥタ

ンク」と呼ぶようになりました。また、ガバナン

スの形を示すためには、独立した財源と専門のス

タッフ、拠点が必要であるという話をしました。

ただ、実際には独立した財源とまではいきません

でした。 

2 つ目は、ある程度の試行錯誤が許されるべき

だということでした。それまでの行政の仕事は誤

りがあってはいけないということだったけれども、

その頃ちょうど社会実験という言葉が出てきたよ

うに、この研究所でやることには失敗もあるとい

うことを認識いただきたいと伝えました。 

3 つ目は、職員や市民だけの活動では限界があ

って疲弊してしまうので、なるべく学生も関わっ

てもらいましょうと申し上げました。 

4 つ目は、ワークショップや研究の成果などを

発表する拠点としての空間を、疲弊しつつある中

心市街地に置きたいと提案しました。 

市長は、このような提案を概ね聞き入れてくだ

さった上で、所長をやるように言われましたので、

お引き受けすることにしたという次第です。 

(2)  小田原市の事例 
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――続けて、小田原市政策総合研究所の取組と成

果についてお話しください。 

 

後藤 小田原市の研究所の場合、研究スタッフと

しては、市民研究員と職員研究員がほぼ 10人ずつ、

加えて企画部門から職員が 3、4人加わりました。

職員研究員の 10名は 3年で交代しますが、本業を

持ちながら自分で手を挙げた職員ですし、中には

本業と調査研究の内容が全く関係ない人もいまし

た。活動時間は週に数時間から 1日程度というこ

とになります。 

さらに、所長の私、研究顧問の東京大学北沢先

生（故人）、他にも上席研究員として数名の先生に

参加をお願いし、先生方には学生をいっぱい連れ

てきていただきました。その意味では、きちんと

行政組織の中に位置付けられてはいますが、むし

ろ外部の力を応援団として借りながら、まちづく

りを実践的に進めていく形を整えていったという

ことがいえます。 

期間は Plan－Do－See を意識して、「 3 年 1 期

でやらせてください。」ということを市長にお話し

しました。これを 2 期やって、3 期目は市長の任

期に合わせて 2年、合計 8年間運営しました。 

 

テーマは、主に市長と私が相談して決めました。

第 1期の 3年間は、市の個性を際立たせるまちづ

くりとして、歴史的な環境をいかそうということ

で、旧東海道や点在している文人の別邸など、目

に見える地域資源を手がかりに進めました。 

また、それらとリンクする生業
なりわい

文化についても

調査しました。このまちはどうやって飯を食べて

きたのか、このまちを牽引してきた産業文化は何

だったのか、それはどのような環境の中でどんな

つながりを持ちながら形成されてきたのか――市

民と行政職員がチームを作り、そこに学生も参加

しながら、一つ一つ丁寧に読み取っていきました。 

その中で、町の中心部に大正時代の網問屋の建

物が残っていたのですが、それを保存・再生して

「なりわい交流館」という名前をつけ、研究活動

の拠点としました。研究所の業務は市役所の中で

行っていましたが、市民研究員を中心としてワー

クショップや市民発表会などを開催する時には、

その建物を利用し、成果を市民に見えるような形

で提供していくことを心がけました。 

最初にテーマを選ぶ時は、「教育、福祉もやりた

い。」など様々な候補が挙がったのですが、やはり

目に見えるわかりやすいものから手がけていこう

ということで、それを選んだのは結果的に良かっ

たと思っています。 

3 年間行ったところで、外部評価をきちんと受

けようという話になりまして、行政法の専門家で

東京大学教授の大森彌先生とアメリカのシンクタ

ンク勤務の経験をお持ちの上野真城子さん（現  

大阪大学教授）の 2人にお願いしました。 

現場を見て市民にインタビューもしていただい

て、「概ね良し」という評価を頂きました。しかし、

上野先生からは「アウトプットが出ていても、ア

ウトカムが後々計測できるような記録をきちんと

取っておかなければならない。」と指摘されました。

それは本当にそうだなと思い、反省材料として挙

がったところです。 

結局、こうした研究所の評価は、単年度で出さ

れるアウトプットの評価以上に、中長期的に評価

されるべきことがたくさんあるのではないかと思

います。ですから、上越市の研究所も 10年という

一つの節目ですから、そろそろアウトカムの評価

ができる時期に来ているのではないか、とも思い

ます。 

2期目は、「住民自治」をテーマに、法政大学教

授の名和田是彦先生を研究顧問としてお招きしま

３ これまでの取組内容と成果 

 (1)  小田原市の事例 
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した。言葉が適切かどうかはわかりませんけども、

いかに自治の仕事を行政から市民にお返ししよう

かということで、3年かけて勉強をしました。 

その中では、市民が漠然と抱いている不安や不

満を顕在化するための仕掛けとして、「4人のあな

たの物語」という小さな短編小説のようなものを

作りました。その朗読会を市民が自発的にやって

くれるようになりまして、その中でこれからの老

後の暮らし方とか、子育ての問題とか、1 期目で

できなかった福祉や教育等のテーマについて提案

する機会にもなりました。これは、爆発的なヒッ

トというよりも、今頃になってじわじわと効果が

出てきているかなと思います。 

 

3 期目は、城下町としての小田原に着目しまし

た。小田原市民は、小田原が城下町であることを

非常に誇りに思っているのですが、果たして 21

世紀の城下町像とは何なのだろうということを研

究するべく、2 年間の時間をかけました。その中

では、内側というか暮らしの中からにじみ出てく

る景観、我々は「生活景」と呼んでいますけれど

も、それを大切にしていくべきではないかという

ことで、最終的な成果をまとめました。 

 

実は、今の市長は、かつて研究所の市民研究員

として学ばれた方なのです。まだ 40代ですが、研

究所でまちづくりに大変興味を持たれて、2 度の

チャレンジを経て市長に当選しました。ですから、

「研究所は政策を作らずに市長を作った。」と冗談

交じりにおっしゃる方もおられます（笑）。 

いずれにせよ、毎回、社会実験をやっていたよ

うなものでした。そして、市民研究員はその後、

市長になり、ＮＰＯの理事になり、大学の研究者

になり、それぞれの立場でまちづくりを進めてい

ます。こうしたアウトカムズが小田原市の研究所

ならではの成果かもしれません。 

戸所 小田原市では、その後研究所をたたまれた

とのことですが、研究所に関わってきた方が市長

になりながら、なぜ継続しなかったのでしょうか。 

 

後藤 前の市長が自分の責任で創った研究所だ

から、お辞めになった時にたたまれたということ

ですね。それは誰が市長になったとしてもそうい

うお約束にしておりまして、3 期目の期間を 2 年

間にして市長の任期にあわせたのもそういうこと

でした。それを復活させるかどうかは次の市長の

判断に委ねましょう、ということでした。 

現時点では復活の動きはありませんが、なぜか

と言うと、それは研究所の当初の目的に関わる話

でもあります。 

実は、市民研究員のＯＢが、まちづくり組織の

傘となるような「ＮＰＯ小田原まちづくり応援団」

という組織を設立しました。特に 1 期目・2 期目

の市民研究員の方々は、市役所の枠組みから出て

自立していくことを希望し、かなり議論していま

した。現在の市長は 2期目の市民研究員ですから、

研究所がたたまれても、ＮＰＯとして新しい組織

が立ち上がったということが発展的な方向だとい

う認識をお持ちだと思います。 

 

 

――続いて菅原さんから、上越市創造行政研究所

の初期の取組と成果についてお話しください。 

 

菅原 最初にこの組織について具体的なイメー

ジを持っていたのは、市長と私だけだったのかも

知れません。私自身は本職でもありますし、その

5 年前に鳥取県が支援した財団法人とっとり政策

総合研究センター（現 とっとり地域連携・総合研

究センター）の立ち上げに関わった経験もありま

したので。 

前年度にどのような組織にするのかという検討

(2)  上越市の事例 
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はしていましたが、具体的な取組は設置後に決ま

ったものがかなりあります。まずは、市長の考え

にあった市町村合併や環境税などといったテーマ

を調査研究するところからスタートしました。 

ここで私が考えたのは、まず研究員（市の職員）

に政策というものをしっかり勉強してもらい、一

人ひとりを鍛えることでした。そして、思考をき

ちんと形に残すものとして報告書を作ることを徹

底しました。 

例えば市町村合併については、全部が新しい発

想というわけではありませんでしたが、当時すで

に議論されていたことも含め論点をまとめました。

当時の宮越市長は、周辺の新井市や糸魚川市を含

めた上越地方 22 市町村で大合併できないかとい

う考えをお持ちだったようですが、それに対して、

地域のありようを素直に見たときの行政の在り方

は、最大でも 17市町村のまとまりではないかとい

う報告を研究所として出しました。結果的には 14

市町村で合併したのですけれども。 

そのようなことを含め、最初の 3，4年で、その

後の上越市の行政やまちづくりの枠組みを作るよ

うな課題を結構こなしたと思います。例えば、今

の地域自治区につながるテーマは、平成 13年度く

らいから議論を始めて、平成 15年度に報告書とし

てとりまとめています。 

最初は市長のアイディア、発想から始まるので

すが、情報を集め、議論をし、整理し、その上で

「体系化するとこうなりますよ。」ということを提

示していったのです。その過程において、市長の

当初イメージしていたものと異なる内容になるこ

とも当然ありました。 

それらが全部採用されたとは思いませんが、今

の新しい上越市政の骨格形成にある種のヒントを

与えたというのは間違いないと思います。 

他には、小田原市のお話にもありましたような

歴史的建造物について、市民研究員や学生の皆さ

んにも参加していただいて調査研究を進めました。

現在では、市民による様々なまちづくり活動が盛

んに行われているようですし、町家を改造した交

流拠点なども整備されています。 

 

また、平成 13 年度に行った「2010 年の上越の

あり方に関する調査研究」では、いわゆる職員の

人材育成を重視しました。ここでは、10年後の上

越市あるいは上越市役所はどうあるべきかという

テーマを 20 人くらいの若手職員に集まってもら

って研究しました。小田原市の研究所で言うとこ

ろの職員研究員に相当するでしょうか。 

翌年度には、「地域の未来を担う人材育成事業」

という前年度に上越市で行った研究の拡大版とも

いえる取組を実施しました。実施主体は上越地方

振興促進協議会という自治体の連携組織ですが、

上越市を含めた周辺 22 市町村から若い職員を集

めました。 

13年度の研究では、私が全体のアドバイザーに

なり、研究所の職員が 3つのチームの主査を務め、

内容的に引っ張ってもらいましたが、14年度の研

究では、22市町村の職員を 4つのチームに分けた

上で、研究所の職員はアドバイザーという形で各

チームについてもらいました。参加した各自治体

の職員は本業を抱えながら、電子メールなどを駆

使し夜間・休日を問わず相当意欲的にやっていた

ようですし、今から思うと結構大胆にやれた時期
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であったと思います。日常業務だけではなく、政

策志向で行政の仕事をやっていこうという職員を

発掘し、育てていったということでは、非常に大

きな意味があったと思います。 

 

その他にも数多くの取組がありますが、客観的

に示すことのできる成果は、創造行政研究所の事

業概要に書かれているとおりです（本報告書 p.44

－47参照）。 

全体としては、同じく事業概要の図（下図）に

あるように、調査研究を中心に据えて政策検討を

行い、それを踏まえて事業支援、研究交流、情報

発信を行うことで成果の反映に努めてきたといえ

ます。1 年目は、中心にある調査研究事業でいく

つか核になるものに取り組み、2 年目以降にその

周囲にあるような取組を行っていったということ

で、その後のお話は研究所の方や戸所所長の方が

お詳しいと思います。 

 

研究所 2 年目の後半に市長が交代したため、研

究所自体の存続についての議論もなされました。

結果的に存続はしましたが、組織体制は市の職員

だけとなり、業務の性質も変わりました。 

具体的に言うと、研究テーマは市長からの指示

というよりも研究所自らが設定して行い、その成

果をもって庁内の部署が抱える課題解決や計画策

定を支援していくといった、ボトムアップ型の政

策形成へとシフトしたのです。 

その間、組織体制も徐々に入れ替わりが進んで

いく中で、戸所所長から段階的にご協力いただく

ことになります。 

 

戸所 創造行政研究所との関わりは、平成 15年

に高崎経済大学で日本地域政策学会を開催した時

に、当時の上越市合併推進課長に紹介され、研究

所の方と名刺交換したことから始まりました。そ

の後､研究所の方が何度か大学へ情報収集に来ら

れ、話をしていました。その過程で私が長年主張

してきたコンパクトなまちづくり、公共交通や中

心市街地活性化、それぞれの地域を合併して 1か

所に集中させるのではなくて、地域ごとの個性を

大事にしていく「大都市化・分都市化」の考え方

などが、研究所で取り組まれている内容や考え方

と合うということになりました。そこで、アドバ

イザーとして関わってほしいと依頼され、次に研

究顧問となり、そして平成 18年度から所長を務め

ることになりました。 

 

 

私が学生から教授まで 30年間生活した立命館

大学は、京都大学との差別化を図る意味からも伝

統的に実学を意識していました。その影響もあり、

日本都市学会などを通じて多くの自治体の人達と

お付き合いをしてきました。また、京都市や草津

市をはじめ、多くの自治体で総合計画や地域計画

の策定に関わってきました。そうした経験の中か

ら、総合計画は市政運営において大変重要な鍵を

握るものであると思っています。 

かつてある自治体から、総合計画のお手伝いを

依頼された時、「総合計画は市の憲法として全職員

が暗記して業務に当たるものにしなければならな

 

【創造行政研究所の基本機能】 

総合計画策定業務への参画 
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い。そこまでやる気はありますか？」というお話

をしました。それから地域の実情を熟知している

職員や市民の皆さんと一緒に作ろう、「金太郎飴」

型の総合計画にしないためにも民間シンクタンク

は使わないことにしようということも申し上げま

した。ただ、現実には市役所の職員だけでも大学

だけでも難しく、地域密着型のシンクタンクが必

要だなという実感は持っていました。 

私が所長になった平成 18年度は、偶然にも上越

市が合併後の新しい総合計画を作る年でした。そ

こで「研究所は、地域密着型シンクタンクとして

総合計画にきちっと関わりましょう。」ということ

を強く申し上げました。なぜなら、この研究所の

立ち位置は何かということを考えたときに、総合

的・広域的・中長期的な視点から市政の重要課題

を考える研究機関であり、しかもそれが市の組織

内にあるのですから、総合計画がぴったりな課題

となるのです。その意識は企画部局の方とも一致

していましたので、一緒に連携しながら取り組ん

でいきました。 

この過程の中で、特に計画の骨格となる部分に

は、研究所の研究成果が直接的・間接的にもかな

り反映されたと思います。 

また、真の意味で総合計画を使いこなしながら

しっかりしたまちづくりを行っていくためには、

総合計画という冊子だけを成果として残すのでは

なく、その根底にある理念や論理、前後の経緯な

どを蓄積していく必要があると思います。その意

味からも、この研究所のような取組が必要だと思

っています。 

 

 

この他にも、広域的な視点が要求される調査研

究を行い、その情報発信に努めてきました。 

例えば、上越市では大規模な市町村合併が行わ

れ、新幹線や高速道路の整備が進んで高速交通体

系が大きく変わろうとする中で、上越市の産業構

造をどのように変えていくのか、それに対してど

のような都市構造、交通体系が必要なのか――広

い視野に立って大きな方針を出す必要があるだろ

うと思っています。 

しかし、新幹線の開業一つをとっても、単に喜

んでいたり、逆に冷めている市民が多いのも実感

としてありました。この状態で新幹線が来てしま

ったら、ストロー現象や東京からのバキューム効

果で上越市は空洞化してしまうのではないか、新

幹線を上手に使って逆に人が集まるシステムを作

らないといけない、と感じました。 

市内にある直江津港に対しても、あまり将来へ

の期待が持てないような雰囲気を感じました。し

かし、これからの環日本海経済圏の発展を視野に

入れつつ、一方で北関東自動車道や茨城港の整備

などを見据えたときに、ハブ港湾にはなれないか

も知れないけれども、この港湾を中心とした十字

軸をイメージし、さらには東京だけではなくて北

関東という地域にも注目するなど、従来と異なる

見方をしていくことが大切であろうと思います。

そのような視点があって、初めて港湾をいかして

市外からも人を集められる新しい産業形態を創ろ

うとする考えも出てくるのです。 

まだまだ小さい取組かもしれませんが、そのよ

うな広域的・中長期的な視点の重要性を市民や職

員に発信し続けることを、誰かがやらねばならな

広域的・中長期的な視点に立った調査研究 
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いという思いでやってきました。 

市役所の職員は優れた能力を持っているのです

が、自分のまちだけ見て外を見る経験が尐ないと

思います。しかし、尐なくとも研究所の職員がそ

れでは困ります。研究所では予算の確保も一苦労

ですので、日本学術振興会の科学研究費による研

究協力者になってもらい、市外に視野を広げた研

究も行ってきました。 

これからの地方自治体にはこのように意識的に

視野を広げていく取組や、そのような視点を伝播

させていく仕組みが必要であり、その面において

研究所の果たす役割も大きいと思います。 

 

菅原 今のお話には同感です。私は 1990 年に大

分県庁に 10か月出向した経験がありますが、その

時、今の所長のお話と全く同じような体験をしま

した。 

当時、大分県は高速道路を持たない県でしたが、

高速道路が延伸し大分市内まで到達することが決

まった頃でした。高速道路によって県内の道路事

情が改善され、「やっと県庁から県全域に 60分以

内で到達できるようになる。非常にめでたい。」と

いう認識が先にありました。 

しかし、大昔ならともかく、現在、人や車は行

政の境界に関係なくどんどん動いているわけです。

当時から九州の大拠点は福岡で、大動脈はそこか

ら熊本、鹿児島にかけてのラインになっていまし

た。ただ喜んでいるだけですと、高速道路は間違

いなく大分から福岡に人やものを吸い上げる大動

脈になります。 

行政の職員にとっては、当然のことではありま

すが、自分たちの守備範囲である行政区域内が重

要であり、反面、その先（区域外）への関心は非

常に薄い。いわば行政の境界に大きな峡谷が横た

わっているような意識になりがちで、ここは大き

な弱点になります。これを何とか克服したいと考

え、「とにかく最低限、九州全体から大分を見てく

ださい。」という話から始めました。 

その次に議論したのが、結局福岡に取られると

したら、逆に向こうから違うものを取ってくるし

かない、そのための磁場をいかに創るかというこ

とでした。こうした検討の中で、立命館アジア太

平洋大学の誘致やドームサッカー場の建設という

動きが加速され、実現しました。 

 

いずれにせよ、これまでの努力で行政の政策形

成能力が高まっているとしても、視野を広げると

いうことは、日常の業務ではなかなか培えないし

決定的に足りないので、意識的に広げなければな

りません。このため、行政の中にあって常に外に

向いている目、広い視野を持つ機能は不可欠だと

思います。この機能がないと、これからの時代は

やっていけないと思います。 

 

 

戸所 ここで尐し、研究所の課題と感じているこ

とをお話しします。 

広域的・中長期的な視点からの調査研究を通じ

て、職員の能力を高めていくわけですから、研究

所の職員には他の部局と違った形の行動も必要と

なります。例えば、研究業務として執務時間中に

新聞を読む必要もありますし、市政の根幹に関わ

る話や喧々諤々
けんけんがくがく

の議論をすることもあります。こ

ちらは真剣でも、職員や市民が見たら違和感があ

るかもしれません。そのため、研究所の執務室は

オープンな構造でない空間的配慮も必要だと思い

ます。 

また、常々思うのですが、研究所の成果はもっ

と自由に公表しても良いのではないでしょうか。

先ほどの後藤先生の話にもありましたように、役

所は失敗が許されないという雰囲気がありますよ

ね。「これは研究所の考えであって、市の公式見解

政策討論のできる交流空間づくり 
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ではありません。」とい

う感じで、市民に「こ

ういう考えもありま

す。」ともっと気楽に情

報発信したらと思うの

ですが。もちろん、こ

この職員だけがそう思

っても、周りがそう思

ってくれないとできま

せん。研究所から尐し変わった意見が出ても、職

員や市民にはこれからの市政や政策立案をするた

めの材料提供だと認識いただけるよう願っている

のですが。 

議論を喚起することが目的であれば、多尐踏み

こんだ内容でなくてはなりません。反応を恐れて、

関連部局との調整をし、結局差し障りのない内容

にして公表するのでは変革はできず、基本的に何

も変わっていかない――その点についてどう工夫

したら良いのかなと思います。 

 

菅原 それは必ずしも行政組織固有の問題ではな

く、民間企業でもありますよね。例えば、私の身

近な所でも、政策提言を使命とするシンクタンク

の研究員が書籍など出版する際、様々な意見のあ

る問題について踏み込んで書こうと思うと、「これ

は研究所（会社）の見解ではありません。」と一言

付けることになります。 

研究所の見解として出すには議論が収束しない

問題について、個人が発表することに対するある

種のリスク管理ともいえます。ヨーロッパ・アメ

リカ型の発想だと、個人が責任を負う比重が相対

的に高いと思いますが、個人に対する評価と責任

はセットになっているという側面もあります。 

 

戸所 もう 1つ、研究の世界はフラットな関係性

が取れないとうまくできません。研究所の職員に

も「議論する時は、年齢や役職に関係なく対等に」

ということをいつも話します。大学の世界は比較

的フラットですね。特に最近は若者の態度がそう

（笑）。ところが行政というのは上位下達の意識が

強いです。国の方は学会などに出ると結構自分の

意見を述べますが、地方公務員は個人的に思うこ

とがあってもなかなか言わない方が多い。 

研究所が、職員や市民による政策討論のできる

交流空間として、いろんな人が来てフラットに議

論できるようになれば良いと思うんですよね。現

実には他部局との仕事の中で上下関係が出てきま

すから、政策立案を目指して自由に議論するため

には､上の方の理解が必要ですけれども。 

 

菅原 自由度を増すためには、市役所の外部に出

て財団法人などの形を作ればいい、という議論も

出てくると思います。しかし、外部の人間が何か

を提言しても誰も聞いてくれないという事態も起

こるわけです。 

一方、組織内シンクタンクですと、研究所の見

解を出すまでには確かにいろいろな障壁があるで

しょうが、そこを通過できれば、組織そのものの

中にいるわけですから実効性が出てきます。要す

るに、最大の長所が最大の弱点でもあり、どこで

頑張りどころが来るかということではないかと思

います。 
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戸所 小田原市の研究所はテーマ型、プロジェク

ト型の研究の進め方で市民社会へ直接アプローチ

していく、上越市の研究所は総合的な研究の進め

方で行政組織内にアプローチしていく、そういっ

た面で違いがあると感じました。 

小田原市と上越市では、恐らく市民のタイプが

違うのではないかと思います。ですから、先ほど

の小田原市のやり方をここで真似ようとしても通

用しないのではないか、という気もします。 

例えば、京都の人達に話せばすぐわかることで

も、わが故郷では全くわかってもらえないという

こともあります。それは、歴史的な風土や都市の

規模、生活環境、教育環境の状況など、市民がそ

れまでに培ってきたバックグラウンドによって違

ってきます。したがって、政策立案の在り方、シ

ンクタンクの在り方も地域によって違うのではな

いかと思います。 

そういったことをお互いに認識しながら、例え

ば、「小田原市では民間に転移していけるレベルか

もしれないが、このまちではどうか。」というよう

なことを議論しつつ、それぞれの地域のシンクタ

ンクの在り方を考えていくことも意味があること

だと感じました。 

 

 

後藤 私も、違いがわかってきて良かったなと思

います。 

先ほどお話しした早川町の上流文化圏研究所で

は、「鳥の目・虫の目」というタイトルの研究年報

を発行しているのですが、やはりこの 2つの目が

必要だと思います。小田原市の研究所は、テーマ

型、プロジェクト型とおっしゃっていただきまし

たが、「虫の目」に軸足をおいてやってきました。

ちなみに、当時の小田原市長は一級建築士の資格

もお持ちだったと思いますが、最終的な成果を何

か物理的に表現するということの意味をご理解い

ただいていたので、そこに集中して取り組むこと

ができた気がしております。 

上越市の研究所は、尐し引いて高い視点から多

角的、広域的に「鳥の目」で眺めていく。その意

味で、対照的なアプローチだなと思います。 

どっちが良くて、どっちが悪いということでは

なくて、自分の立ち位置を自覚しながら、そこで

欠けていることに対して何かそれらを相互補完す

るような関係性を持っていくことも、大事なこと

だと思いました。 

 

 

戸所 地域全体の政策形成能力を高めていこう

というときに、研究所と市民の関係性をどう考え

ていくのか――1 つは、小田原市の研究所のよう

に市民との直接的な関係性の中で市民生活を良く

していくアプローチがあり、もう 1つは、上越市

の研究所のように行政職員の力量を上げ、その職

員を通じて間接的に市民との関係性を創っていく

アプローチ。これも状況によって違いがあるので、

二者択一ということではないのでしょうが、その

重点の置き方によって研究の進め方も変わってく

ると思います。後藤先生はどのようにお考えでし

ょうか。 

 

後藤 どちらのアプローチにしても、やはりイン

タープリターといいますか、翻訳、媒体になるよ

うな第 3の存在が非常に重要だと思います。僕の

経験から言うと、まずそれを担えるのは学生です

ね。学生は、地域に入っていくといろいろな情報

を吸い上げてくれるし、こちらの意図することを

地域に広めていく役割も果たしてくれます。ネク

タイを締めた人が行くと住民は身構えてしまうの

ですが、学生というのは非常にニュートラルな存

市民と研究所の関係性 

「鳥の目・虫の目」による相互補完 

４ 今後の自治体シンクタンクの在り方 

(1)  小田原市と上越市の比較 
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在で、スーッと砂に水がしみ込むように入ってい

きます。学生は住民にいろんなことを質問し、住

民は「東京の学校に通っていて、そんなことも知

らんのか。」などと軽口をたたきながら、孫や子ど

もを可愛がるような、そんな関係が築かれていき

ます。 

小田原市の場合は、市民研究員が当初学生の果

たしたインタープリターの役割を担うようになり

ました。先ほどお話しした「まちづくり応援団」

という組織を作り、今は実際にプロジェクトをや

っている市民集団を支援する形で展開しています。 

市の職員がそれを担えるかというと、どんなに

政策形成能力が高まったとしても、公務員の肩書

がある以上、どうしても越えることのできない壁

があってそこは宿命的だと思うので、その役割を

お願いするのは酷かなとも思います。 

 

また、他の職員へのアプローチも重要ですね。

小田原市で感じたのは、「研究所は何をやっている

のか分からない。」という職員の雰囲気です。職員

研究員を除けば、職員全体に対しては 1年に 1回

しか成果をアピールできる場がなかった。特に、

市民の方に開いていけばいくほど、後ろから市役

所の目線を感じて、ある意味孤立していったのか

なということも感じます。そのあたりをもう尐し

うまい形で展開していければ良かったかなという

反省はありますね。 

 

――アプローチの仕方は違っても、目標とする地

域の将来像、ガバナンス像は同じではないかと思

います。そのあたりの考えをお示しいただき、そ

こから再度、その目標達成に貢献できる自治体シ

ンクタンク像についてお話しいただけるとありが

たいのですが。 

 

 

後藤 私は、市民にお話しするとき、まず富士山

の前を走りぬけていく新幹線の写真のスライドを

見せて、「これは 20世紀型の社会システムです。」

ということを話します。つまり、はっきりしたゴ

ールがあって、そこに向けてなるべく効率良く線

路を引いて、大量に一気にお客さんを動かすシス

テムです。 

そして、次のスライドでは、七福神の乗った海

に浮かぶ小舟の絵を見せて、「これは 21世紀型の

システムです。」とお話しします。つまり、はっき

りした海図もなければ明確な航路もない中で、潮

の流れをよみながら尐しずつ船を進めていく。で

も、そこに乗り合わせている 7人は何かの能力に

非常に長
た

けた人達であって、皆が意見を出し合い、

それぞれの持っている能力を引き出しあいながら

進んでいく。新幹線の写真では、誰が乗っている

かさえ分からない状態で大量に人が流れているだ

けですが。 

七福神の船では、コミュニケーションが非常に

重要になります。時には、右に行ったり左に行っ

たり、試行錯誤で揺らぐんですけれども、そうい

う中でコミュニケーションを取り、合意形成を得

ながら尐しずつ方向性を定めて進んでいく――21

世紀に生きる我々はそんな乗り物に乗っているん

だということをお話しします。 

行政の仕事の仕方は、まだまだ新幹線型、ガバ

メント型であり、何かきちんとした目的に向けて

「新幹線型」から「七福神型」のシステムへ 

(2)  目指すガバナンス像と自治体シンクタンク 
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効率性を追求する乗り物に乗っているような所も

あります。けれども、もうそんな時代ではない。 

きっと、総合計画の作り方も変わっていくので

はないかと思います。今は、最後に予算書へつな

がる綺麗な流れになっているものが多いのですが、

そのような計画を作っても、まちづくりを進める

指針にはならないような気がします。評価の仕方

も含めて、やはり変わってきているというのを実

感するんですよね。 

職員は、従来型の政策形成能力のみならず、コ

ミュニケーション能力が非常に問われることにな

ると思います。ヨーロッパのスペシャル・プラン

ニングの教育カリキュラムを見ますと、最近はや

たらとコミュニケーションの授業があります。職

員同士のコミュニケーションもあれば、議員や市

民とのコミュニケーションもありますが、そうい

う能力がこれまで以上に問われていくのではない

かということです。 

 

 

後藤 もう一点、ヨーロッパのスペシャル・プラ

ンニングの研究者と議論した際に、「総合計画」

はもう不要だということを強調していました。総

合ではなく、戦略的な「個別計画」の突破力とそ

れらをまとめる「統合計画」が必要だということ

です。そして統合のキーワードが「空間」です。

すべての計画を「物理的空間」と「社会的空間」

に落とし込むことにより、個別の計画が統合され

るとの考えです。 

 改めて振り返ってみますと、小田原市政策総合

研究所では、第 1期目で歴史的町並みなどの物理

的空間を対象に、第 2期目で市民自治などの社会

的空間を対象に、そして、第 3期目で両者を統合

した「生活景」という新しい景観概念を目指した

ともいえます。そう考えるならば、小田原市での

取組も、総合計画からスペシャル・プランニング

への展開の中で位置付けられるのかもしれません。 

 

戸所 後藤先生の言われたことにも一部つなが

りますが、研究所で総合計画の策定に関わった時

は、事業計画的なものまでは作りませんでした。

かつての計画は 5年、10年ものをかっちり作って

進むのが一般的でしたが、今は社会の流れも速く

て不透明ですから、しっかりとした理念を持ちつ

つも、柔軟に、フレキシビリティをもって進める

必要があるのではないかと思います。 

そこで、研究所のような組織は総合計画を継続

的にウォッチしていくことが大切だと思います。

新しく総合計画を作った後は、それを検証・評価

しながら、同時に次の 5年後、10年後を見据えた

研究成果を蓄積していく。そして次の総合計画を

作る時には、即その成果を反映できるようにする。

そのような視点に立ち、それを実現できる体制を

維持しながら、その時々の情勢を踏まえながら研

究所として取り組むテーマを考えていく、という

ことだと思います。 

 

後藤 そういう意味での研究所は、ある種の理想

形ですよね。別の言い方をするならば、総合計画

に代表される各種行政計画の進行管理を、研究所

で一元化するということでしょうか。 

 

戸所 理念や方向性をゆるやかにマネジメントす

るということではそうですね。 

進行管理というと、事業計画レベルのものをか

っちりやろうとする行政のイメージがありますが、

それは企画部局の定型的な業務といえますし、そ

もそも後藤先生の言われるように計画を作ってま

でやることではないかもしれない。研究所の役割

は、それよりもう尐し大局的な立場から眺めて提

言していくということかなと思います。 

 

変わる総合計画と研究所の役割 
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後藤 そこに、重点化とか戦略的なこととかが加

わるわけですよね。 

 

 

菅原 そうなると、そもそも自治体シンクタンク

とは何なのか、という話につながってきますよね。

ただ、シンクタンクというのは実は明確な定義が

ありません。私自身それを生業
なりわい

としてはいますが、

その実態は多様ですので簡単には申し上げられ

ない。 

シンクタンクというのはもともと軍事用語で、

遮蔽
しゃへい

され、砲弾が飛んでこない安全が確保された

場所を指すとされています。それこそ戦車（tank）

の中で議論（think）するということが語源なんで

すね。だから先ほどの所長の話にありました「オ

ープンだとまずい。」というのはまさにその通りで、

うまく言い当てられておられるなと（笑）。 

次に出てくるのは、その場所で議論した結果を

誰に報告して誰が使うかということです。検討結

果は指揮官に伝えられ、指揮官がそれを実行する

ことになります。シンクタンクは参謀であって、

指揮官にはなれません。最近話題の「坂の上の雲」

にも参謀がよく出てきますが、参謀と指揮官は明

確に区別されています。いろいろと調査研究して、

一つの結果を示すのか複数案を示すのかというの

はあるけれども、それを最終的にどうするのかは

指揮官が決めるのです。 

先ほどお話しした、とっとり政策総合研究セン

ターの初代理事長は、林真二さんという鳥取大学

の学長を経験された方ですが、林先生とは「シン

クタンクは誰に対して責任を持つのか。」という議

論をしたことがあります。林先生曰く「それはこ

こでははっきりしている。」ということでした。研

究所の設置を決めた当時の県知事と理事長の意思

疎通がよく取られており、理事長のレベルでは、

研究成果は知事に報告し、知事の政策判断に使っ

てもらうという認識で

した。 

最初はどこの自治体

シンクタンクも、つま

るところ首長のために

役割を果たすというこ

とから始まるのだと思

います。上越市や小田

原市の研究所も含め、

そこから発展してきたのが実態だと思います。 

最初にそういう形でスタートしても、組織が継

続していく中で、いずれ首長は変わっていきます。

設立当初と比べ、置かれた環境が変化する中でも

地域に貢献し続けることのできる組織形態を創っ

ていけるかどうかが、問われていると思います。 

 

 

 

 

 

 

シンクタンクとは 
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――時間も少なくなってきましたので、最後に一

言ずつお願いします。 

 

後藤 今回参加させていただき、私自身も勉強に

なりましたし、創造行政研究所の次の 10年間の取

組に期待しております。何と言いますか、組織を

維持することにこだわるよりも、この組織をうま

く使っていろんなチャレンジをしていただきたい

と思います。 

 

菅原 私の手元に全国の自治体シンクタンクの一

覧表がありますが、これだけあるとは正直知りま

せんでした。ただ、都内の某区では財政的に厳し

いということで今度休止するようです。このあた

りの動向も気になるところではありますが。 

いずれにせよ、自治体の組織内シンクタンクが

どんどんできている中で、上越市創造行政研究所

がいわばその先駆けとなったという点では、非常

に意味のある活動をやってきたという思いがいた

します。 

今後については、国全体の動きがどうなるかと

いうことにも関係するでしょう。例えば、民主党

のマニフェストを読む限りでは、行政における原

則的な権限は基礎自治体にあることを強調してい

ます。仮に道州のような広域的な自治体ができて

もそれは補完的で、国と基礎自治体の 2段階のイ

メージで捉えられている。そうなると、いよいよ

地域主権、すなわち地域主体でまちづくりを行う

ことになります。そのためには政策を考えるエン

ジンとしての機能を担い、総合的・広域的・中長

期的視点で政策課題に取り組むことを基本的な役

割にする組織が自治体には必要だと思います。 

 

戸所 私は今、ここの所長を務めさせていただく

中で、当初の設立の理念がしっかりし、大切にさ

れてきたからこそ今日があるのだと感じています。

そのことを踏まえながら、これからの新しい時代

にあった組織づくりや業務の方向を考えていく必

要があると思っています。 

そのときの方向性として間違いなくあるのは、

やはり職員の政策形成能力を高めていくことでし

ょう。職員の政策形成能力が向上し、さらにそれ

ぞれの地域社会にいろんな民間シンクタンクがで

きてくるようになれば、この創造行政研究所は必

要なくなる可能性もあります。 

むしろ、基礎自治体を中心とした政策形成は、

地域社会にそういったものがないとできないので

はないでしょうか。創造行政研究所はそれまでの

つなぎかもしれませんが、それだけに、新たな展

開を促すこの研究所のような組織を持つ地域と持

たない地域では、今後大きな差が出てくるように

思います。 

滋賀県草津市では、この 4 月に草津未来研究所

という組織内シンクタンクを立ち上げますが、実

は上越市の研究所がモデルになっています。そう

いう意味でもこの研究所の影響力はありますよね。

草津市の研究所は市長直属で、非常勤の所長の下

に常勤の部長が入ることで組織的には強力な形に

なります。また、立命館大学との関わりが強いま

ちなので、そちらとの連携もかなり出てくるよう

です。このように、組織をそれぞれの地域にあっ

た形で運営していくことが必要だと思います。地

域によって様々なレベルがありますから、組織内

シンクタンクといっても千差万別で、それこそま

さに地域主権といえます。 

 

菅原 地域のレベルというよりはむしろ地域の資

源ということかもしれませんね。例えば、小田原

市は立地条件が良くて、例えば周辺に協働できる

大学がいっぱいあるとか。上越市にも大学はあり

ますけれども、政策形成、まちづくりを研究テー

５ おわりに 
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マに取り上げるタイプの大学はありませんし、そ

ういった状況を前提にした違いは出てくるでしょ

うね。 

 

戸所 上越市の最大の課題は、有能な人材をいか

に持続的に吸引できるかにあると思います。例え

ば、私の前の職場である京都の大学には、上越市

の高田高校出身の優秀な先生が何人もいらっしゃ

いました。上越市は優秀な人材を輩出しており、

それはそれで結構な話ですが、人材を県外へ輩出

するだけでなく、このまちで育てた子どもたちが

帰ってこられる職場づくりが重要です。そのため

には、上越市の地域資源をいかし育んで、上越市

に全国・世界から人材が集まってくるような、時

代に対応したシステムを新たに構築していく必要

があると思います。 

 

 

最後に、お二人の先生にはご多忙のところこの

座談会にご出席いただき、貴重なご意見を賜りま

したこと、所長として厚く感謝申し上げます。 

上越市創造行政研究所も設立 10年の節目を迎

えましたが、皆様のご意見をいかして、研究所の

職員一同、地域社会の発展､市民福祉に資する研究

所としてこれからも努力して参りたいと存じます。

また、上越市が地域主権の確立と地方分権社会の

実現を主導できるように尽力したいと思います。 

今後ともご指導ご鞭撻のほど、どうぞよろしく

お願い申し上げます。 

 

――まだまだ続けたいところではありますが、時

間となりましたのでこれにて終了とさせていただ

きます。本日は大変ありがとうございました。 
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国立研究所改革と政策研究所の誕生 

2001年の省庁再編を伴う行政改革によって、我

が国の国立研究所は「独立行政法人」という新し

い組織形態に移行し、一部の国立研究所のみが「政

策研究所」に衣替えして各府省に「施設等機関」

として設置された（文部科学省科学技術政策研究

所は、既に 1988年に科学技術庁資源調査所から科

学技術庁科学技術政策研究所への転換をすませて

いた）。過去、国立研究所は「基礎的研究と実用的

研究」、「学術指向と政策指向」のバランスに苦慮

していたが、21世紀を迎え、大学数が増加し多数

の大学教員による基礎的研究が充実しつつある状

況を鑑み、国立研究所は基礎的研究の比重を低下

させ、行政現場に直結した実用的な政策研究に特

化することが選択されたと考えられる。 

一方、近年は政策の企画・立案・実施に際して、

政策の必要性を訴求する理論、精密な実証的デー

タの裏付け（エビデンス）が強く求められている。

行政現場から一歩離れて冷静かつ客観的に調査研

究に専念しつつ、時に応じて助言等も可能な力量

をもつ独立した機関がその任に適しており、まさ

に衣替えした国立の政策研究所がふさわしいと思

われる。その際、受け身的に行政の委託調査を遂

行するだけでは「民間シンクタンクに外注すれば

十分」という批判が生じかねない。そのため、政

策研究所は行政現場のニーズに応えるだけではな

く、絶えず高い専門性を維持し、自ら先進的な研

究テーマを企画立案し、積極的に政策提言可能な

研究機関として存在感を維持することが重要であ

る。「行政現場に直結する政策研究所」としての高

い専門性と提言力が求められているといえる。 

 

政策研究所を支えるスタッフの処遇 

他方、各府省の政策研究所は、スタッフをどの

ように処遇するかを模索している。高い専門性を

有した高度専門家（博士の学位保有者等）でない

と、上記のようなミッションを果たすことはでき

ない。 

しかし、高度専門家を終身雇用すると、専門家

であるが故に、時代によって変化する政策課題に

対して柔軟に対応した研究組織の再編成等が困難

になる。一方、研究テーマの変化に応じて組織等

の流動性を高めることが可能なように、専門家を

任期付きの処遇で雇用すると、研究者は任期終了

後の就職を考えて個人業績（査読付き論文の発表

など）を優先することとなり、アカデミーが評価

する基礎研究が増えることになる。 

また、行政部門の統計部署との連携を図りつつ

文部科学省科学技術政策研究所上席研究官   三橋 浩志 

「施設等機関」としての政策研究所に 

勤務して想うこと 

寄 稿 Ⅰ 
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基礎的な統計データや各種データベースを整備す

ることも政策研究所には重要な役割であるが、こ

のような基盤業務は、研究業績に直結しないため

に任期付きの研究者が嫌う業務である。そこで、

専門知識が不足する一般行政職がデータベースの

設計等を担当すると、政策研究に不具合なデータ

構成となり、結果として使えないデータベースと

なったケースも散見される。 

政策研究所を支えるのは人財であるが、終身雇

用身分と任期付き処遇の研究者、それに一般行政

職を組み合わせた政策研究所の人事マネジメント

が模索されている。 

 

大学の政策研究科と行政機関の政策研究所の違い 

昨今、様々な大学に「公共政策研究」等を標榜

する学科等の設置が増えている。大学の政策研究

科などが充実する中、「大学の専門家に政策研究は

任せれば良い。行政の政策研究所は不要。」という

論調が見受けられる。しかし、大学研究者は「真

理の追究」、「新しい知見や手法の解明」を求めて

研究しており、「政策担当者のニーズに合致したエ

ビデンス」という視点は極めて弱い。政策現場で

用いられるエビデンスは、「万人が納得する知見や

手法（使い古された手法）」で作成することが重要

であり、大学研究者のモチベーションとは随分異

なる。したがって、大学研究者が発表する新しい

知見や手法に対して政策現場で実用性、有効性を

評価し、大学研究者の研究成果を「翻訳」して政

策担当者に伝えることなどの役割が、行政機関の

政策研究所に求められる新しいミッションと考え

られる。 

 

行政機関の政策研究所に関する議論の必要性 

国民は様々な事象が複雑に絡み合っている政策

問題の深刻化に対して、実効性のある政策的解決

を切望している。その期待に応えるためには、行

政機関の政策研究所が大学研究者、行政現場の橋

渡しをしながら、「翻訳家」、「知恵袋」、「エビデン

スのデータベース」などの多様な役割を果たすこ

とが必要と思われる。各府省の政策研究所では、

研究所の中期計画（5 年程度）を立案し、外部有

識者等による機関評価を実施している。そして、

政策研究所としての役割や位置付け、マネジメン

トの在り方等を絶えず検証し、改良を重ねながら

政策研究に取り組んでいる。 

地方分権・地域主権の進展により、地方公共団

体においても、各地域における政策研究の位置付

けに関して、国と同様の議論が進むことが想定さ

れる。国と同様に、地域の課題に対応可能な政策

研究所の位置付けや役割分担、大学や行政現場と

の連携、マネジメントの在り方等についての一層

の議論を深めることが必要と思われる。 

 

 

※ 本稿の内容は執筆者個人の見解の基づくものであり、

機関の公式見解を示すものではない。また、記載内容お

よび肩書などは平成 22年 3月現在のものである。 
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滋賀県草津市の概要 

私たちのまち草津市は、かつて東海道と中山道

の分岐・合流の宿場町として栄えてきた。近年で

は、京阪神のベッドタウンとして、また内陸工業

都市の中核として、京阪神からの地の利に恵まれ

琵琶湖の恵みを享受しながらまちづくりを進めて

いる。財政面や人口動態的にも、他都市に比べる

と恵まれ、滋賀県では最も「活力」があるまちと

いわれてきた。しかしその反面、まちの風格や文

化、伝統的行事などの文化成熟度ともいうべき「魅

力」づくりが課題ともいわれている。 

人口約 12 万人、面積約 68 ㎢と本当にコンパク

トなまちであるが、この 20年間において、ＪＲ草

津駅周辺の再開発事業等の展開や事業コンペによ

るホテルや百貨店の誘致、さらにはＪＲ南草津駅

の整備を中心とした南部副都心構想の推進など、

「自立」するための都市基盤整備は 20 万～30 万

都市の規模ともいわれてきた。その一つに、1994

年の立命館大学理工学部の誘致がある。開設時に

は学生数約 5千人であったが、現在は 7学部、学

生数約1万8千人の一大キャンパスになっている。

この知的資源の活用も課題の一つである。 

 

 

草津未来研究所の設置 

ところで、地方分権一括法の施行から 10年が経

つが、地方分権改革推進委員会の勧告などにある

「地方政府」という考え方をより意識しかけたと

ころである。「地方政府」として、市役所も議会も

「政策研究」機能等をより充実させ、共に市民参

加の中で政策力や実践力を高めていく必要がある。

このため、立命館大学等の知の集積もいかした自

治体内のシンクタンク「草津未来研究所」をこの

4月に設置した。人員構成は、研究指導スタッフ 4

名、部長級理事 1名、研究員 3名である。 

研究所設置に当たっては、平成 21年度に立命館

大学と草津市の関係者において制度設計を進めて

きた。その結果、調査研究活動としてデータバン

ク（指標・分析）とシンクタンク（政策研究）、そ

してコンサルティング（事業化支援）という機能

を持ちつつ、人材育成活動として大学と連携した

トレーニング機能や教学連携をより進めるための

プラットフォーム機能を持たせることとした。 

指導いただくスタッフは立命館大学を中心に、

客員研究員は研究テーマによって県内外の研究者

やＮＰＯ関係者等にお願いしていく予定である。 

 

 

草津未来研究所副所長（草津市総合政策部理事）  林田 久充 

地方政府にふさわしい自治体シンクタンクの 

必要性 
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上越市創造行政研究所をモデルに 

この設立に当たってモデルとさせていただいた

のが、上越市創造行政研究所である。その理由は、

①シンクタンク関係者の間での評価が高かったこ

と、②専門性を持った人が育っていること、③熱

心で実績のある研究者に指導を受けていることな

どが挙げられる。また、市長部局内の組織であり

ながら、市長や各部局からの独立性についてほど

よい距離感を持っているように感じられたこと、

さらには、専門性を発揮し、「市町村合併に関する

調査研究」や｢自治基本条例の制定に向けた調査研

究｣、「上越市総合計画」の策定支援等、研究所と

しての役割がうまく機能していると感じたからで

ある。 

実際には、多くの課題を抱えつつ運営にご苦労

されていることと思うが、柔軟にその時々を乗り

越え、10年間続けて活動されているこの姿が、地

方分権時代における研究所のあるべき姿であり、

私たち草津市の方向性だと確信している。 

今後、草津未来研究所は、このような先進事例

に学びつつ、政策についての調査・研究をもとに、

議会と市役所がより「議論する組織」となってい

くための一翼を担いたいと考えている。そして、

政策研究等に基づく実践から、市民主権の「地方

政府」を目指したい。 
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はじめに 

株式会社ノーザンクロスは、1987年に設立した

民間のまちづくり会社である。北海道をメインフ

ィールドに、都市・地域のまちづくり政策・計画・

事業・活動に関する調査研究、プランニング、プ

ロジェクトマネジメントを生業
なりわい

としている。また、

それらの諸活動を通じて得た情報やネットワーク

をいかし、北海道の素晴らしい文化を発掘・発信

するためのホッカイドウマガジン「カイ」を出版

している。したがって、いわゆるシンクタンクと

は尐々異なった業態であるが、①都市・地域の現

場に根ざした活動、②多様な主体のパートナーシ

ップ、③ソーシャルビジネスのアプローチを行動

原則とし、創立以来 23年間、非営利目的の株式会

社として「まちづくり」に取り組んでいる。 

 

地域経営戦略を競い合う時代 

地方都市や農山村地域のまちづくりは新たな局

面を迎えている。地方分権あるいは地域主権の政

策潮流の中で、今後は地方自治体のイニシアティ

ブや政策形成能力が問われることになる。 

例えば徳島県上勝町の「葉っぱビジネス」に象

徴されるように、すでに全国的にはわが町・わが

村の生き残りをかけて創造的な施策や事業を積極

的に展開している自治体が多く見られるようにな

っており、都市・地域のまちづくりは独自の地域

経営戦略を競い合う時代に入ったと言うべきであ

ろう。北海道でも、全国の伝統的な景観を有する

自治体に呼びかけて「日本で最も美しい村連合」

を設立し、美しい景観資産を徹底的にいかした地

域経営戦略を展開する美瑛町の取組などに見られ

るように、小さな自治体であっても独自の政策や

戦略を創造し、全国に向けて発信・展開する取組

が活発になってきている。言い換えれば、国や都

道府県に依存せず、独自の政策や戦略をデザイン

し、具体的に展開する能力を自ら持たなければ、

わが町・わが村は生き残れないという自治体の危

機感の表れである。 

 

新しい政策創造の仕組みづくり 

中山間地域や農山村地域の小さな自治体では、

地域の生き残りをかけて、独自の地域経営戦略を

展開する取組が多く見られる一方、人口 10万人～

30万人規模の地方都市では、財政面の制約等から

新たなまちづくりや地域経営の取組が停滞してい

る状況も見受けられる。それらの地方都市の多く

は、平成の大合併により周辺町村を含めた新しい

自治体が形成されて間もないことから、まちづく

株式会社ノーザンクロス代表取締役   山重 明 

 

行政シンクタンクから地域経営シンクタンクへ 
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り施策や事業を戦略的に重点化することが難しい

面もあると思われる。しかし、新たなまちづくり

政策や戦略の展開が立ち遅れれば、地域経営を競

い合う時代の中で取り残されてしまうおそれがあ

る。このような状況を打開していく上で、既存の

行政システムとは異なるメカニズムを有する新た

な政策創造・戦略展開のための仕組みづくりが求

められよう。 

 

自治体シンクタンクに期待される役割 

新しい政策創造の仕組みとしては、例えば上越

市創造行政研究所のような自治体シンクタンク機

能が考えられるが、従来の自治体シンクタンクは

行政内部の政策課題研究や首長の政策企画機能に

とどまっている場合が多い。 

今後の自治体シンクタンクに期待されるのは、

既存の行政システムの枠組みを越えて産学官民が

連携・協同し、創造的なまちづくり政策や地域経

営戦略を起案するとともに、それらを実現化する

ために多様な主体のコンセンサスとパートナーシ

ップを形成することである。行政の内部機構では

なくカウンターパートとして、新たな政策創造や

戦略展開のダイナミズムを発揮することのできる

地域経営シンクタンクへと上越市創造行政研究所

が進化していくことを期待したい。 
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